
決定 （単位：千円）

財　　　源　　　内　　　訳

国支出金 起債 その他 一般財源 国支出金 起債 その他 一般財源

監理課・技術管理
課

公共事業事務費（会計年度任用職
員）

職員給与費 150,584 146,124 4,460 150,470 145,750 4,720

監理課・技術管理
課

地方合同庁舎運営費（会計年度任
用職員）

職員給与費 21,931 21,931 20,640 20,640

監理課・技術管理
課

建設産業適正化推進事業（会計年
度任用職員）

職員給与費 3,848 3,848 3,652 3,652

監理課・技術管理
課

用地等取得促進事業（会計年度任
用職員）

職員給与費 8,268 8,268 7,847 7,847

監理課・技術管理
課

職員費（監理課） 職員給与費 3,277,183 14,119 1,194,727 125,362 1,942,975 2,968,103 13,957 1,133,072 108,372 1,712,702

監理課・技術管理
課

土木交通管理運営費（B経費） 土木交通管理運営事務に要する費用を計上する。 1,352 1,352 1,380 1,380

監理課・技術管理
課

技術管理費（B経費） 技術管理事務に要する費用を計上する。 17,892 16,147 1,745 21,885 20,118 1,767

監理課・技術管理
課

土木技術職員研修費 土木技術職員研修事務に要する費用を計上する。 3,858 182 3,676 3,506 64 3,442

監理課・技術管理
課

土木事務所等管理運営費 土木事務所等管理運営事務に要する費用を計上する。 23,175 9,220 13,955 28,350 2,000 9,465 16,885

監理課・技術管理
課

【長】建設技術センター整備事業
費（特別枠）

建設技術センター施設の維持管理および良好な執務環境の確保を図るため、施設の改修および補修
を行う。

7,930 3,200 4,730

監理課・技術管理
課

【高】土木事務所等管理運営費
（特別枠）

土木事務所等の良好な執務環境を維持するために必要な光熱水費を計上する。 3,028 3,028 2,108 2,108

監理課・技術管理
課

土木事務所環境改善事業費 職場環境の整備・改善を図ることで、土木事務所職員の負担軽減とともに業務効率化を図る。 9,137 9,137

監理課・技術管理
課

過年度未登記用地解消事務事業
過年度に取得した公共事業用地のうち、相続や公図混乱等の要因により所有権移転登記ができてい
ない未登記用地について、関係者の協力を得ながら解消を図る。

5,545 5,545 5,545 5,545

監理課・技術管理
課

用地等取得促進事業 用地等取得促進事業に要する費用を計上する。 6,090 158 5,932 800 158 642

監理課・技術管理
課

廃川敷地等管理費 廃川敷地等管理事務に要する費用を計上する。 22,811 13,371 9,440 22,811 13,371 9,440

監理課・技術管理
課

地籍調査関連公物等境界確認事業
国土調査法に基づく地籍調査については、本県の進捗率は全国平均を下回っており、公共事業の迅
速化・公共用地の適正管理等の観点から、地籍調査の一層の推進を図る。

9,000 9,000 9,000 9,000

監理課・技術管理
課

地方合同庁舎運営費 地方合同庁舎の運営にかかる事務に要する費用を計上する。 130,896 31,800 8,073 91,023 214,458 108,500 10,011 95,947

課  名 細　目　事　業　名 事　　業　　概　　要

（参考）　前年度当初予算額

財　　　源　　　内　　　訳

当初予算額

予算額予算額



監理課・技術管理
課

【長】庁舎整備事業費（特別枠）
地方合同庁舎施設の維持管理および良好な執務環境の確保を図るため、施設の改修および補修を行
う。

14,080 3,200 10,880 298,577 294,600 3,977

監理課・技術管理
課

【備】電話交換システム更新事業
費

地方合同庁舎の電話交換システムの老朽化対策および安定運用を図るため、当該設備の更新を行
う。

43,500 43,500 18,400 18,400

監理課・技術管理
課

【高】地方合同庁舎運営費（特別
枠）

土木事務所等の良好な執務環境を維持するために必要な光熱水費を計上する。 1,425 1,425 1,209 1,209

監理課・技術管理
課

地籍調査事業
国土調査法第９条の２の規定に基づき、同法第６条の４の規定により市町が行う地籍調査に要する
経費の一部を補助する。また、地籍調査を行う市町に対する指導等の事務を行う。

300,771 200,011 100,760 227,438 151,530 75,908

監理課・技術管理
課

建設業者指導事務
県内建設業者の経営基盤強化や技術力向上に資する講習会や申請に関する指導を実施するととも
に、建設業取引の適正化や関係法令遵守の徹底を図るため、建設業者への指導等を実施する。

1,022 990 32 1,032 1,000 32

監理課・技術管理
課

地域を支える建設産業魅力アップ
事業

官民が一体となって建設産業の魅力発信、イメージアップを図る事業を展開することにより、活力
ある県土づくり、安全・安心な社会の実現をめざす。

20,581 12,661 7,920 16,856 16,856

監理課・技術管理
課

建設業許可指導事務

次の費用を計上する。
・建設業許可指導事務に要する費用
・建設業許可システムＯＡ化事務に要する費用
・滋賀県建設工事紛争審査会事務に要する費用

16,171 16,171 15,455 15,455

監理課・技術管理
課

建設統計事務 建設統計事務に要する費用を計上する。 652 652 647 647

監理課・技術管理
課

電子入札システムの整備（B経
費）

電子入札システムの運用保守に要する費用を計上する。 7,812 7,812 7,967 7,967

監理課・技術管理
課

経営事項審査事務費 経営事項審査事務に要する費用を計上する。 19,766 19,766 19,423 19,423

監理課・技術管理
課

建設工事入札契約事務費 建設工事入札契約事務に要する費用を計上する。 19,611 19,611 22,464 22,464

監理課・技術管理
課

「ビワイチ」安全・安心な自転車
利用促進事業費

｢ビワイチ｣利用者をはじめ、幅広い自転車利用者等に対して、交通法規・マナーの遵守や自転車損
害賠償保険等への加入に向けた啓発活動を実施する。

10,618 10,618 10,618 5,309 5,309

監理課・技術管理
課

運転免許自主返納支援事業
警察本部の実施する運転免許返納関連制度に追加特典を加えることで、高齢者の免許返納を促進
し、交通事故の削減を図る。また、運転免許返納者の公共交通機関利用を促進し、公共交通機関の
活性化を図る。

5,140 5,140 5,140 5,140

監理課・技術管理
課

交通安全対策推進費 交通安全関係団体等の実施する交通安全推進活動を支援し、交通安全を推進する。 253,784 253,784 270,840 270,840

監理課・技術管理
課

交通安全対策推進費（B経費） 交通安全対策推進にかかる事務に要する費用を計上する。 3,892 3,892 3,798 3,798

監理課・技術管理
課

交通事故対策費 交通遺児援護団体が行う交通遺児の福祉向上に寄与する事業について補助を行う。 400 400 400 400

監理課・技術管理
課

交通事故対策費（B経費） 交通事故対策にかかる事務に要する費用を計上する。 433 433 436 436

監理課・技術管理
課

交通事故対策費（会計年度任用職
員）

職員給与費
12,485 12,485 11,854 11,854



監理課・技術管理
課

交通安全推進費（会計年度任用職
員）

職員給与費
3,967 3,967 3,758 3,758

監理課・技術管理
課

公共事業事務費（会計年度任用職
員）

職員給与費 159,252 153,297 1,347 4,608 178,114 170,419 2,247 5,448

監理課・技術管理
課

道路維持管理費（会計年度任用職
員）

職員給与費 16,533 4,267 12,266 15,690 4,285 11,405

監理課・技術管理
課

職員費 職員給与費 1,347,767 7,200 982,987 16,219 341,361 1,319,266 7,200 1,045,400 28,821 237,845

監理課・技術管理
課

【高】道路維持管理費 県管理道路について、常時、良好な状態で通行できるよう道路維持管理に要する費用を計上する。 4,809 4,809 4,638 4,638

監理課・技術管理
課

近江大橋等維持管理事業 滋賀県近江大橋等維持修繕基金の運用利息を基金に積立する。 6,058 6,058 2,645 2,645

監理課・技術管理
課

道路管理事務費 道路維持管理にかかる事務に要する費用を計上する。 1,942 1,942 1,762 1,762

監理課・技術管理
課

道路維持管理費 県管理道路について、常時、良好な状態で通行できるよう道路維持管理に要する費用を計上する。 441,752 303,230 138,522 430,937 289,144 141,793

監理課・技術管理
課

道路公社運営助成費 道路公社県派遣職員等の共済関係費を計上する。 9,023 9,023 7,871 7,871

監理課・技術管理
課

高規格道路調査費 名神名阪連絡道路の計画の具体化に向け、事業主体の整理を進める。 27,300 9,000 18,300 30,400 10,000 20,400

監理課・技術管理
課

新名神高速道路推進費 新名神高速道路の整備推進にかかる事務に要する費用を計上する。 448 448 348 348

監理課・技術管理
課

補助道路整備事業費
国の補助を受けて、県内の基幹道路や生活道路、歩道等の整備を図る。具体的には、県内交通の円
滑化と地域内交通の快適化を図るため、現道拡幅、バイパス整備等の道路改築、橋梁整備や歩道等
の整備を実施する。

11,517,082 5,799,985 5,711,300 5,797 11,926,428 6,016,809 5,895,400 14,219

監理課・技術管理
課

補助道路修繕事業費
国の補助を受けて、災害防除、橋梁修繕、トンネル修繕、舗装修繕等の対策を講じる。また、５年
に１回、近接目視による点検が義務化された橋梁やトンネル等の定期点検を計画に基づき実施す
る。

4,476,028 2,339,621 1,955,100 181,307 4,274,953 2,240,321 1,853,300 181,332

監理課・技術管理
課

補助雪寒対策事業費
国の補助を受けて、雪寒対策事業を実施する。具体的には、冬期の円滑な交通確保のための散水消
雪工を実施する。

425,130 243,600 181,500 30 425,130 243,600 181,500 30

監理課・技術管理
課

道路除雪費 雪寒地域内および地域外の除雪事業を実施し、冬期における交通確保を図る。 863,946 366,444 1,400 496,102 863,946 366,444 1,400 496,102

監理課・技術管理
課

雪寒機械整備費 冬期交通の道路除雪、凍結防止の用に資する機械を購入する。 310,840 140,000 170,800 40 310,840 140,000 170,800 40

監理課・技術管理
課

国直轄道路事業費負担金
県内の国管理幹線道路（国道1号、国道8号、国道21号、国道161号）および権限代行区間等の整備
に対する県負担金を計上する。

10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

監理課・技術管理
課

市町道路事業調整推進費 市町が実施する国庫補助事業の監督に要する経費を計上する。 9,000 9,000 9,000 9,000



監理課・技術管理
課

単独道路改築事業費
県内道路網の計画的整備を推進する。具体的には、準備調査や小規模現道拡幅、局部改築、道路調
査等を実施する。

2,086,134 1,721,600 284,740 79,794 2,282,771 1,700,200 281,472 301,099

監理課・技術管理
課

単独交通安全施設整備事業費
交通事故の多発している道路や緊急に交通の安全を確保する必要がある道路に対し、防護柵、道路
標識、区画線等の整備を行う。

140,000 140,000 140,000 140,000

監理課・技術管理
課

道路補修費
安全かつ円滑な道路交通を確保するため、道路の路面補修、橋梁補修、側溝整備・補修、災害発生
時の緊急対応、路肩除草等を実施する。

6,192,980 5,973,100 13,620 206,260 6,898,210 6,673,900 13,620 210,690

監理課・技術管理
課

受託道路事業費 県の施行する事業と並行して実施する必要がある工事を、市町等から受託して実施する。 213,037 213,037 342,560 342,560

監理課・技術管理
課

ダム管理費(会計年度任用職員) 職員給与費 16,213 844 15,369 15,458 801 14,657

監理課・技術管理
課

水源地域対策費(Ｂ経費)(会計年
度任用職員)

職員給与費 3,848 3,848 3,652 3,652

監理課・技術管理
課

河川指導対策事業(会計年度任用
職員)

職員給与費 30,598 29,281 1,317 29,314 29,314

監理課・技術管理
課

河川管理および河川関係許認可事
業(Ｂ経費)(会計年度任用職員)

職員給与費 4,036 3,821 215 3,825 3,825

監理課・技術管理
課

流域治水推進事業(会計年度任用
職員)

職員給与費 4,135 4,135 3,928 3,928

監理課・技術管理
課

職員費 職員給与費 99,520 3,911 95,609 104,615 6,174 98,441

監理課・技術管理
課

【備】救命艇更新費 河川管理上必要になる救命艇の更新に要する経費を計上する。 13,530 3,383 10,147

監理課・技術管理
課

土木人材確保のための職場環境改
善事業

土木人材確保に向けた魅力的な職場環境づくりのため、執務室のスマート化や許認可事務のDX化推
進を行う。

1,294 1,294

監理課・技術管理
課

河川管理および河川関係許認可事
業（B経費）

河川管理および河川関係許認可事業にかかる事務に要する費用を計上する。 29,632 29,632 29,600 29,600

監理課・技術管理
課

河川愛護事業
河川愛護思想の普及啓発と河川環境の保全、河川の美化の推進を図るために必要な費用を計上す
る。

40 40 40 40

監理課・技術管理
課

河川一般管理費 河川一般管理にかかる事務に要する費用を計上する。 30,976 180 30,796 34,766 180 30,502 4,084

監理課・技術管理
課

河川予定地対策 河川予定地の適正な維持管理を実施する。 28,500 28,500 28,500 28,500

監理課・技術管理
課

河川不法占用適正化対策事業 河川法等に基づく監督処分、行政代執行法等の法的措置にかかる事務に要する費用を計上する。 5,477 5,477 5,477 5,477

監理課・技術管理
課

河川不法占用適正化対策事業（B
経費）

河川不法占用適正化対策事業にかかる事務に要する費用を計上する。 728 728 728 728



監理課・技術管理
課

河川指導対策事業 河川適正利用とその指導等にかかる事務に要する費用を計上する。 13,992 13,992 13,992 13,992

監理課・技術管理
課

ダム管理施設維持補修費 ダムの管理にかかる改修・更新工事等に要する費用を計上する。 11,300 10,700 586 14 18,000 16,700 1,275 25

監理課・技術管理
課

ダム管理費（Ｂ経費） ダムの管理にかかる事務に要する費用を計上する。 150,341 16,279 134,062 147,181 15,211 131,970

監理課・技術管理
課

【高】ダム管理費（Ｂ経費） ダムの管理にかかる事務に要する費用の内、庁舎等の光熱水費の物価高騰分を計上する。 223 223 167 167

監理課・技術管理
課

ダム管理費（CO2ネットゼロ基金
充当事業）

ダム施設のLED化に要する経費を計上する。 36,800 33,100 3,700 29,100 26,100 3,000

監理課・技術管理
課

余呉湖周辺施設整備事業費 余呉湖畔の公園利用者や賤ヶ岳登山者が使用する施設を整備する。 1,113 313 800 35,428 11,421 22,900 313 794

監理課・技術管理
課

水源地域対策費（Ｂ経費）
国のダム建設事業や独立行政法人水資源機構、県のダム建設事業中止に伴い、水没予定地域及びそ
の周辺地域に与える影響の緩和を図る。

567 567 567 567

監理課・技術管理
課

水源地域対策費（Ａ経費）
国のダム建設事業や独立行政法人水資源機構、県のダム建設事業中止に伴い、水没予定地域及びそ
の周辺地域に与える影響の緩和を図る。

118,794 118,794 70,367 70,367

監理課・技術管理
課

補助広域河川改修事業費 洪水の安全な流下を図るために必要な河川改修工事等を実施する。 2,385,600 1,145,000 1,240,600 2,385,600 1,145,000 1,240,600

監理課・技術管理
課

補助河川環境整備事業費 汚濁の著しい河川や内湖の浄化を行い、琵琶湖の水質浄化を図る。 91,350 29,000 62,300 50 103,950 33,000 70,900 50

監理課・技術管理
課

国直轄河川事業費負担金
国が直轄で実施する河川整備事業に対して、その経費の一部を法律の定めるところにより負担す
る。

172,290 172,200 90 172,290 172,200 90

監理課・技術管理
課

補助堰堤改良事業費
ダム本体、貯水池、放流設備、ダム管理用制御処理設備及び観測設備等の更新・改良のための事業
を実施する。

189,050 72,020 117,000 30 195,720 78,530 117,100 60 30

監理課・技術管理
課

補助河川災害関連事業費
災害復旧事業における原形復旧のみでは充分な効果が得られない河川等に改良費を加え改良工事と
して実施し、再度災害による被害を防止する。

100,000 47,620 52,300 80 100,000 47,620 52,300 80

監理課・技術管理
課

補助河川総合流域防災事業費
洪水の安全な流下を図るために必要な河川改修工事等を実施する。また、河川浄化等の環境整備を
実施する。

674,985 321,500 351,900 1,585 654,985 310,500 342,900 1,585

監理課・技術管理
課

補助河川障害防止対策事業費 饗庭野演習場周辺地域からの洪水を安全に流下させるための河川改修工事を行う。 97,200 72,900 24,300 97,200 72,900 24,300

監理課・技術管理
課

単独河川改良事業費 洪水の安全な流下を図るために必要な河川改修工事等を実施する。 5,078,600 5,078,600 4,898,600 4,898,600

監理課・技術管理
課

みずべ・みらい再生事業費
治水、利水機能と調和を図りつつ、地域に親しまれる河川となるよう、河川環境の保全と整備を行
う。

4,331,880 4,278,800 53,080 4,182,580 4,129,500 53,080

監理課・技術管理
課

防災・減災対策事業 水防災意識社会の再構築に向けて、安全な住まい方を検討し、水害危険性の周知を図る。 23,440 10,372 13,000 68 16,982 7,514 9,400 68



監理課・技術管理
課

流域治水推進事業 水害に強い地域づくりを進めるため、地区の特性に応じた避難計画などの検討・作成を支援する。 37,372 14,104 23,268 41,929 16,517 25,412

監理課・技術管理
課

防災対策事業費
市町が行う洪水ハザードマップの高度化や高度化された洪水ハザードマップを活用した事業に対し
て補助を行うことにより減災対策を図る。

1,000 1,000 1,000 1,000

監理課・技術管理
課

受託河川事業費
河川改良事業を実施するに際して、附帯する施設の管理者からの申出により改良工事と同時に当該
施設の附帯工事を受託し事業を実施する。

563,870 563,870 476,800 476,800

監理課・技術管理
課

中規模堰堤改良事業費
県管理ダムの長寿命化を実現するため、ダム機能の低下、喪失を防止し、施設・設備の機能向上を
図るための改良更新を行う。

115,430 104,100 11,237 93 85,280 85,200 37 43

監理課・技術管理
課

水防活動費 水防活動に関する事務に要する費用および機器更新に要する費用を計上する。 76,322 18,000 58,322 68,877 14,000 54,877

監理課・技術管理
課

大津港活性化・再整備基本構想実
施方針策定事業

大津港のあるべき姿を見据え、大津港の活性化と再整備を推進するため、「大津港活性化・再整備
基本構想」の策定がされた。
本事業は、その基本構想の実現に向け必要な費用を計上する。

127 127 24,620 12,120 12,500

監理課・技術管理
課

港湾施設改修費 港湾施設（緑地）の整備に要する経費を計上する。 20,024 20,000 24 186,000 167,200 18,800

監理課・技術管理
課

港湾管理費 港湾管理にかかる事務に要する費用を計上する。 59,324 61 49,900 9,363 57,945 61 47,491 10,393

監理課・技術管理
課

補助港湾改修事業費 県管理港湾の耐震化等の改修に必要な費用を計上する。 124,100 40,000 84,100 124,100 40,000 84,100

監理課・技術管理
課

単独港湾整備事業費 県管理港湾の改修等に必要な費用を計上する。 142,823 142,800 23 113,025 113,000 25

監理課・技術管理
課

砂防管理費 砂防管理にかかる事務に要する費用を計上する。 2,933 1,389 1,544 2,933 1,389 1,544

監理課・技術管理
課

砂利・岩石採取認可指導事務 砂利・岩石採取認可指導事務に要する費用を計上する。 145 145 145 145

監理課・技術管理
課

住宅・建築物安全ストック形成事
業

土砂災害特別警戒区域内にある建物の改修、移転を行う者に対して補助をする市町に支援を行う。 2,460 2,460 2,460 2,460

監理課・技術管理
課

総合土砂災害対策推進費 総合土砂災害対策推進にかかる事務に要する費用を計上する。 52,085 7,200 44,885 52,933 8,000 44,933

監理課・技術管理
課

補助通常砂防事業費
流域内の土砂の生産を抑え、渓流の流出土砂をかん止・調節し下流部にある人家や公共施設を土石
流等の土砂災害から守るため、砂防堰堤や護岸工等の砂防設備の整備を実施する。

1,301,464 619,745 681,700 19 1,505,700 717,000 788,700

監理課・技術管理
課

補助砂防総合流域防災事業費
ハード・ソフト一体的な土砂災害対策により、豪雨災害に対し流域一体となった総合的な対策を推
進するため、砂防堰堤工等の整備や災害関連情報の提供システムの整備を実施する。

463,123 220,535 242,500 88 388,500 185,000 203,500

監理課・技術管理
課

補助砂防総合流域防災事業費（基
礎調査）

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域および土砂災害特別警戒区域の指定が必要な箇所におい
て、地形、地質および土地利用の状況等の基礎調査を実施する。

400,050 127,000 273,050 400,050 127,000 273,050

監理課・技術管理
課

補助地すべり総合流域防災事業費
ハード・ソフト一体的な土砂災害対策により、豪雨災害に対し流域一体となった総合的な対策を推
進するため、地すべり危険箇所において既存対策施設の長寿命化等を実施する。

47,250 22,500 24,700 50 15,750 7,500 8,200 50



監理課・技術管理
課

補助急傾斜地崩壊対策事業費
急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対し、擁壁工、排水工および法面工などの急傾斜地崩壊防止
施設の設置等を実施する。

479,325 210,950 232,000 32,600 3,775 541,275 238,625 262,400 36,250 4,000

監理課・技術管理
課

補助急傾斜地総合流域防災事業費
ハード・ソフト一体的な土砂災害対策により、豪雨災害に対し流域一体となった総合的な対策を推
進するため、急傾斜崩壊防止施設の整備を実施する。

417,900 184,175 202,500 23,150 8,075 436,800 193,100 212,400 23,800 7,500

監理課・技術管理
課

補助砂防障害防止対策事業費（受
託）

饗庭野演習場内等において、土砂の流出等の障害を防止または軽減するための工事を実施する。 3,880 3,880

監理課・技術管理
課

補助砂防障害防止対策事業費（補
助）

饗庭野演習場内等において、土砂の流出等の障害を防止または軽減するための工事を実施する。 42,600 38,340 4,260 48,300 46,095 2,205

監理課・技術管理
課

単独通常砂防事業費 補助事業の対象とならない小規模荒廃渓流において、護岸工や床固工等の整備を実施する。 600,100 600,100 320,800 320,800

監理課・技術管理
課

砂防維持補修費
既設砂防施設等の効果が著しく低下している施設等について、施設機能の維持および長寿命化のた
め、補修を実施する。

291,000 269,000 22,000 250,000 228,000 22,000

監理課・技術管理
課

市町急傾斜地崩壊対策事業費補助 がけ崩れを防止するため、市町が行う擁壁工、法枠工等に要する経費の一部を補助する。 360,000 360,000 420,000 420,000

監理課・技術管理
課

草津川跡地整備事業費
草津市および栗東市が行う草津川跡地整備事業について、広域防災施設として必要な物資輸送路や
避難に必要なオープンスペースとして最低限度の園路、広場、駐車場などの設置に要する費用につ
いて、その一部を補助する。

43,261 43,261 68,907 68,907

監理課・技術管理
課

都市計画管理費 都市計画事業の管理事務に要する費用を計上する。 1,649 21 1,628 1,638 10 1,628

監理課・技術管理
課

都市計画決定関連指導費 都市計画決定にかかる事務に要する費用を計上する。 506 21 485 613 18 595

監理課・技術管理
課

都市計画審議会開催費 都市計画審議会にかかる事務に要する費用を計上する。 1,656 1,656 1,872 1,872

監理課・技術管理
課

都市計画基礎調査 都市計画法第６条に基づく都市計画基礎調査を実施する。 33,561 3,261 30,300 23,260 11,630 11,630

監理課・技術管理
課

景観形成推進調整費（A経費）
眺望景観に関する周知を実施する。また、歴史的街道景観まちづくりタウンミーティングを開催す
る。

170 170 170 170

監理課・技術管理
課

景観形成推進調整費（B経費） 景観形成推進にかかる事務に要する費用を計上する。 698 698 489 489

監理課・技術管理
課

滋賀県景観審議会開催費 滋賀県景観審議会開催にかかる事務に要する費用を計上する。 1,155 146 1,009 1,115 1,115

監理課・技術管理
課

屋外広告物取締対策費（B経費） 屋外広告物取締対策にかかる事務に要する費用を計上する。 1,154 1,154 1,133 1,030 103

監理課・技術管理
課

近畿圏総合都市交通体系調査費 近畿圏総合都市交通体系調査に要する費用を計上する。 20,700 6,900 13,800 4,500 1,500 3,000

監理課・技術管理
課

補助都市計画街路事業費
安全で住みよい街づくりを推進するため、都市施設の基本となる街路の整備により秩序ある市街地
形成を図る。

808,000 423,403 212,100 172,452 45 521,506 272,042 139,500 109,866 98



監理課・技術管理
課

市町都市計画事業調整推進費（道
路整備課）

市町都市計画事業の調整等にかかる事務に要する費用を計上する。 6,665 6,665

監理課・技術管理
課

市町都市計画事業調整推進費(都
市計画課)

市町都市計画事業の調整等にかかる事務に要する費用を計上する。 12,720 12,720 19,385 19,385

監理課・技術管理
課

単独都市計画街路事業費 市街地の都市基盤である街路の整備を促進し、市街地交通の安全と円滑化を図る。 79,115 56,000 23,100 15 79,115 56,000 23,100 15

監理課・技術管理
課

受託街路事業費
県の施工する事業と並行して実施する必要がある工事等を、市町・電線事業者等から受託して実施
する。

15,000 15,000 10,000 10,000

監理課・技術管理
課

2027年国際園芸博覧会
2027年に神奈川県横浜市で開催される国際園芸博覧会に出展し、THEシガパークおよび滋賀県の魅
力を発信する。

8,392 8,392

監理課・技術管理
課

THE シガパーク快適性向上事業
通信事業者が保有する携帯電話の位置情報や駐車場ライブカメラにより取得する24時間の駐車情報
を活用し、利用動向の把握・分析を行う。

7,470 2,500 4,970

監理課・技術管理
課

THE シガパーク魅力発信推進事業
THEシガパークにおけるSNS等を通じた情報発信やイベント開催等を行うことで、魅力の向上を図
る。

4,403 1,769 2,634 17,000 8,000 9,000

監理課・技術管理
課

【挑】2027年国際園芸博覧会
2027年に神奈川県横浜市で開催される国際園芸博覧会に出展し、THEシガパークおよび滋賀県の魅
力を発信する。

5,028 5,028

監理課・技術管理
課

【挑】THE シガパーク魅力発信推
進事業

THEシガパークにおけるSNS等を通じた情報発信やイベント開催等を行うことで、魅力の向上を図
る。

13,444 6,722 6,722 20,000 8,000 12,000

監理課・技術管理
課

【挑】THEシガパーク快適性向上
事業

通信事業者が保有する携帯電話の位置情報や駐車場ライブカメラにより取得する24時間の駐車情報
を活用し、利用動向の把握・分析を行う。

12,000 6,000 6,000

監理課・技術管理
課

【高】公園管理運営費 県営都市公園の管理にかかる事務に要する費用の内、庁舎等の光熱費の物価高騰分を計上する。 796 796 442 442

監理課・技術管理
課

公園維持管理費 県営都市公園の維持管理に要する費用を計上する。 358,071 3,100 354,971 359,342 3,100 356,242

監理課・技術管理
課

公園管理運営費 県営都市公園の管理にかかる事務に要する費用を計上する。 3,655 2,954 701 3,868 2,959 909

監理課・技術管理
課

補助都市公園事業費 都市公園の整備を進め、県民のゆとりある快適な暮らしの確保を図る。 610,680 290,800 319,800 80 462,000 220,000 242,000

監理課・技術管理
課

単独都市公園事業費 都市公園の整備を進め、県民のゆとりある快適な暮らしの確保を図る。 106,561 98,700 7,861 335,973 300,300 35,673

監理課・技術管理
課

災害復旧事業職員費 職員給与費 79,231 1,080 14,526 63,625 83,950 1,080 18,700 64,170

監理課・技術管理
課

市町災害復旧事業調整推進費 国庫負担法に基づく市町災害復旧事業の調整推進のための費用を計上する。 1,500 1,500 1,500 1,500

監理課・技術管理
課

補助土木施設災害復旧事業費
国庫負担法に基づき、異常気象により発生した公共土木施設災害を速やかに復旧し、再度災害の防
止を図る。

450,000 285,857 164,100 43 610,635 381,402 229,100 133



監理課・技術管理
課

災害復旧事業調査費
公共土木施設災害を速やかに復旧するため、復旧工事費の国庫負担申請に必要な調査、設計等を実
施する。

106,000 106,000 106,000 106,000

監理課・技術管理
課

単独土木施設災害復旧事業費 災害発生後の迅速な復旧対応に必要な予算を計上する。 50,000 50,000 50,000 50,000

住宅課・建築課
建築確認検査等対策費（会計年度
任用職員）

職員給与費 24,799 291 11,049 13,459 23,535 192 14,683 8,660

住宅課・建築課
建築設計監理調査費（会計年度任
用職員）

職員給与費 3,848 3,848 3,652 3,652

住宅課・建築課
盛土規制法等施行事務費（会計年
度任用職員）

職員給与費 7,693 5,880 1,813 7,301 1,484 5,817

住宅課・建築課 職員費 職員給与費 357,676 357,676 348,027 348,027

住宅課・建築課 県有施設保全事業費 地方機関施設についての良好な維持管理および施設の長寿命化等を図る費用を計上する。 39,200 39,200 39,200 39,200

住宅課・建築課 開発行為等管理費 開発行為等管理費にかかる事務に要する費用を計上する。 3,024 2,486 538 2,630 2,224 406

住宅課・建築課 住宅宅地関連事業調整推進費 住宅宅地関連事業調整推進費にかかる事務に要する費用を計上する。 565 565 552 552

住宅課・建築課 盛土規制法施行事務費
危険な盛土等による土砂災害の発生を防止するため、盛土規制法に関する事務を適切かつ円滑に行
う。

21,619 5,000 16,619 70,396 19,333 51,063

住宅課・建築課 建築確認検査等対策費 建築基準法に基づく、建築確認、検査、許可等の業務を行う。 4,536 4,536 4,275 4,275

住宅課・建築課 建築基準法施行事務費
建築物の倒壊等による二次災害を防止するために実施する被災建築物応急危険度判定にかかる「被
災建築物応急危険度判定士」の養成を行う。

2,640 1,320 1,320 1,595 797 798

住宅課・建築課 建築確認検査等対策費（B経費） 建築確認検査等対策にかかる事務に要する費用を計上する。 2,492 2,492 3,653 3,653

住宅課・建築課 建築基準法施行事務費（B経費） 建築基準法施行事務費にかかる事務に要する費用を計上する。 7,061 7,061 6,207 6,207

住宅課・建築課 建築士法施行事務費（B経費） 建築士法施行事務費にかかる事務に要する費用を計上する。 1,289 1,289 1,380 1,380

住宅課・建築課 建築物動態統計調査費 建築物動態統計調査費にかかる事務に要する費用を計上する。 693 693 478 478

住宅課・建築課
地域防災拠点建築物整備緊急促進
事業等調整推進費

市町が行う地域防災拠点建築物整備緊急促進事業に係る協議、調整等を行い、事業の適正な運営を
図る。

1,100 1,100 1,200 1,200

住宅課・建築課 木造住宅耐震化促進事業費
木造住宅の耐震化を進めるため、耐震診断、耐震改修等事業を行う市町への補助を行うほか、地震
に対する安全性の確保について普及啓発を行う。また、ブロック塀等の耐震対策事業を行う市町へ
の補助を行う。

25,754 571 25,183 22,477 623 21,854



住宅課・建築課
避難路沿道建築物耐震化促進事業
費

地震発生時に建築物の倒壊により閉塞するおそれがある避難路等の通行を確保するため、指定した
道路の沿道建築物の耐震改修に対する補助等を行う。

1,886 1,028 858 5,496 2,997 2,499

住宅課・建築課
木造住宅耐震化促進事業等調整推
進費

市町が行う木造住宅耐震化促進事業のうち社会資本整備総合交付金（防災・安全ストック形成事
業）に係る協議、調整等を行い、事業の適正な運営を図る。

2,800 2,800 1,700 1,700

住宅課・建築課 建築設計監理調査費 県有建築物の新増改築等にかかる設計および監理に関する必要な経費を計上する。 15,128 15,128 17,122 17,122

住宅課・建築課 受託建築事業費 県有建築物の設計、監理および工事を受託して実施する。 257,626 257,626 659,481 659,481

住宅課・建築課
宅地建物取引業免許等事務費（会
計年度任用職員）

職員給与費 7,693 7,693 7,301 3,303 3,998

住宅課・建築課
県営住宅管理費（会計年度任用職
員）

職員給与費 8,268 8,268 7,847 7,847

住宅課・建築課
ＣＯ２ネットゼロ住宅ストック形
成事業費（会計年度任用職員）

職員給与費 3,848 3,848 3,652 3,652

住宅課・建築課 職員費 職員給与費 134,710 6,850 3,481 124,379 106,501 4,800 38 101,663

住宅課・建築課 県営住宅管理費
県営住宅の適正な管理を指定管理で行うとともに、県営住宅の安全で快適な住まいを維持するため
の計画的な施設改善工事を行う。

649,768 132,743 120,700 379,912 16,413 556,824 99,131 94,700 354,351 8,642

住宅課・建築課 家賃滞納等納付指導費 家賃滞納等納付指導費にかかる事務に要する費用を計上する。 5,750 5,750 5,873 5,873

住宅課・建築課 県営住宅管理費（B経費） 県営住宅管理費にかかる事務に要する費用を計上する。 78,822 78,822 78,393 78,393

住宅課・建築課 宅地建物に関する相談事務費
宅地建物取引業者の業務の適正な運営確保と、購入者等の利益の保護を図るとともに、苦情および
トラブルの未然防止に努めるため、滋賀県不動産取引業協議会に対し補助金を交付する。

4,700 4,700 4,500 4,500

住宅課・建築課
宅地建物取引業免許等事務費（B
経費）

宅地建物取引業免許等にかかる事務に要する費用を計上する。 7,606 7,606 7,957 7,957

住宅課・建築課 県営住宅建設事業費 県営住宅団地の建替等を計画的に実施し、安全・安心・快適な住環境を整備する。 348,474 120,613 120,600 107,261 59,578 22,231 10,000 27,347

住宅課・建築課 県営住宅敷地整備事業費 県営住宅建替事業等に伴い発生する余剰地や未利用地の有効活用のため、必要な費用を計上する。 1,347 1,347 1,521 1,521

住宅課・建築課 建替事業等推進事業費
県営住宅の建替事業等の推進を図るため、建替事業等の基本計画を策定し、また、現入居者の理解
と協力を得ながら円滑に事業を進めるために必要な経費を計上する。

1,932 786 1,146 1,526 623 903

住宅課・建築課 住生活基本計画推進等事業費
県の住宅施策に関する方針や計画を策定するための費用を計上する。

7,120 3,150 3,970 50 50

住宅課・建築課 空き家対策事業費
今後一層の増加が見込まれる空き家に対応するため、「発生予防」「流通促進・利活用」「解体支
援」の対策を総合的に展開するとともに、持続可能で安全・安心なまちづくりや移住促進につなげ
る。

8,913 8,913 7,957 7,957



住宅課・建築課
ＣＯ２ネットゼロ住宅ストック形
成事業費

ＺＥＨの新築に対し支援する。 94,109 35,900 58,209 68,145 68,145

住宅課・建築課 地域木造住宅の振興費（B経費） 地域木造住宅の振興費にかかる事務に要する費用を計上する。 7 7 30 30

住宅課・建築課 住情報提供事業費（B経費） 住情報施策推進事業にかかる事務に要する費用を計上する。 306 105 201 297 96 201

住宅課・建築課 改良住宅持家化推進事業費
改良住宅の持家化を促進するため、「改良住宅持家化推進協議会」の開催、改良住宅譲渡要件の緩
和および弾力的運用を求める国への要望活動を行う。また、国の定める経由機関としての事業を行
う。

218 218 253 253

住宅課・建築課
住宅新築資金等貸付助成事業補助
費

市町が実施している貸付金の償還事務に関する事務費について助成を行い、市町の財政負担の軽減
と貸付事業の円滑な推進を図る。

3,382 2,242 1,140 2,490 1,647 843

住宅課・建築課 分譲宅地等管理事業費
滋賀県住宅供給公社の解散、清算結了に伴い、公社から県に引継がれた資産等の維持管理に必要な
費用を計上する。

196 10 186 196 10 186

住宅課・建築課
サービス付き高齢者向け住宅指導
監督事業費

サービス付き高齢者向け住宅指導監督事業にかかる事務に要する費用を計上する。 12 12 12 12

住宅課・建築課
高齢者向け優良賃貸住宅供給促進
事業費

一定の水準を有する高齢者向け優良賃貸住宅において、家賃減額補助をする認定事業者に対して家
賃補助を行うことにより、入居者の居住の安定確保を図る。

1,646 1,646 2,629 2,629

住宅課・建築課 公営住宅整備事業等調整推進費
市町が行う公営住宅建設事業、住宅地区改良事業等の社会資本整備総合交付金（地域住宅計画に基
づく事業）に係る協議、調整等を行い、事業の適正な運営を図る。

4,653 4,600 53 2,953 2,900 53

住宅課・建築課
空き家対策総合支援事業等調整推
進費

市町が行う空き家対策総合支援事業に係る協議、調整等を行い、事業の適正な運営を図る。 1,100 1,100 940 940

交通戦略課
総合交通企画費（会計年度任用職
員）

職員給与費 8,097 8,097 7,675 7,675

交通戦略課 職員費（交通戦略課） 職員給与費 138,332 138,332 134,288 134,288

交通戦略課 【挑】鉄道利用促進事業費 公共交通によるエコ交通を推進し、鉄道利用の促進を図る。 12,375 6,187 6,188 12,375 6,187 6,188

交通戦略課 鉄道利用促進事業費
地域を支える鉄道の利便性向上を図るため、地元利用と観光利用の両面から、利用促進に向けた取
組を展開する。

8,076 8,076 7,768 7,768

交通戦略課 輸送力・利便性向上整備費
県内鉄道施設等の整備充実、輸送力の増強等を促進するとともに、地域づくりの基盤整備を進め、
鉄道利用者の利便性向上を図る。

59,119 59,119 37,613 37,613

交通戦略課
輸送力・利便性向上整備費（B経
費）

輸送力・利便性向上整備にかかる事務に要する費用を計上する。 1,924 1,924 1,942 1,942

交通戦略課 鉄道利用促進事業費（B経費） 鉄道利用促進対策にかかる事務に要する費用を計上する。 427 427 443 443

交通戦略課 鉄道新線対策費
びわこ京阪奈線(仮称)鉄道建設構想を推進するため、構想を周知し機運を醸成するとともに、既存
鉄道の利用促進策に取り組む。

424 424 424 424



交通戦略課 鉄道新線対策費（B経費） 鉄道新線対策にかかる事務に要する費用を計上する。 131 131 132 132

交通戦略課
路線バス・デマンド交通の充実・
高度化モデル事業

路線バス、デマンド交通において、市町が実施する利用者のサービスレベル向上につながる取組の
試行を支援する。

30,000 30,000

交通戦略課 地方バス等対策費
地域における生活交通を維持し、移動手段を確保するため、バス・デマンドタクシーの運行に係る
費用に対して補助を行う。

269,789 269,789 266,034 266,034

交通戦略課 地方バス等対策費（B経費） 地方バス等対策にかかる事務に要する費用を計上する。 113 113 73 73

交通戦略課
Shiga Smart Access 2040s 自動
運転チャレンジ事業

最新の自動運転EVバスを活用して、まちのシンボルとなる「楽しく、グリーンな移動手段」として
実証運行を行い、技術面、経営面、社会受容性の面から導入に向けて高度化を進める。

57,111 23,000 34,111

交通戦略課
【挑】Shiga Smart Access 2040s
自動運転チャレンジ事業

最新の自動運転EVバスを活用して、まちのシンボルとなる「楽しく、グリーンな移動手段」として
実証運行を行い、技術面、経営面、社会受容性の面から導入に向けて高度化を進める。

10,000 5,000 5,000

交通戦略課
【挑】「ビワイチ」安全・安心な
自転車利用促進事業費

｢ビワイチ｣をはじめ、日常・観光面での自転車利用を促進するため、総合的に自転車情報を発信す
る環境の整備を進める。

582 291 291 582 291 291

交通戦略課
【挑】バス・タクシー生産性向
上・運転士確保支援事業

広域バス交通の運行維持に必要な運転士を確保するため、生産性の向上および労働環境の改善に取
り組むバス事業者を支援する。

7,200 3,600 3,600 7,200 3,600 3,600

交通戦略課
【挑】地域交通充実に向けた新た
な移動手段等実証事業

地域交通の充実に向け、地域の実情を踏まえたライドシェアやグリーンスローモビリティなど新た
な移動手段を活用する実証を行う。

11,000 5,500 5,500 24,000 12,000 12,000

交通戦略課
【挑】地域特性に応じた交通ネッ
トワーク構築事業

びわこ文化公園都市の活性化に寄与するモビリティのあり方について検討する。 13,513 7,741 5,772 3,500 3,500

交通戦略課 エコ交通応援店舗育成事業
公共交通を利用して来館した利用者に対して特典を付与する等、エコ交通を応援する「エコ交通応
援店舗」を県内の公立施設や民間店舗等から募集する。

2,200 2,200 2,200 2,200

交通戦略課 タクシー利便性向上対策事業 ユニバーサルデザイン対応（UD）車両の導入を支援し、利用者の利便性向上を図る。 7,200 7,200 18,287 18,287

交通戦略課
バス・タクシー生産性向上・運転
士確保支援事業

地域交通の運行維持に必要な運転士を確保するため、バス事業者等が行う生産性向上および労働環
境の改善への取組に対して支援するほか、（一社）滋賀県バス協会が行う運転士確保に向けた取組
を支援する。

22,600 19,600 2,000 1,000 3,000 2,000 1,000

交通戦略課
バス事業の高度化に向けた投資支
援事業

地域のあらゆる移動手段を便利で快適に使える取組やＤＸ・ＧＸの取組を実施しバス事業の高度化
に向けて取り組むバス事業者に対して支援を行う。

132,000 132,000

交通戦略課 公共交通×子どもの学び推進事業
県内の子どもたちに、公共交通を使って博物館や美術館などに行くきっかけを提供し、子どもたち
が自分で出かけ、多様な学びを得る力をつけるとともに、公共交通を使って自分で出かけられる環
境づくりを推進する。

300 300 500 500

交通戦略課 南草津駅利用環境改善事業
南草津駅の利用環境改善に向けて、立命館大学と連携して学生のバス利用時間の分散を促す取組を
実施する。

2,100 2,100 2,100 2,100

交通戦略課 滋賀の地域交通未来アイデア会議
令和７年度策定の「滋賀地域交通計画」に記載された施策の実施に向け、地域住民、交通事業者、
自治体等による公論熟議を行い検討を行う。

12,550 950 11,600 12,300 12,300

交通戦略課 近江鉄道線再構築事業
近江鉄道沿線地域公共交通計画および近江鉄道線鉄道事業再構築実施計画を推進するため、近江鉄
道沿線地域公共交通再生協議会および近江鉄道線管理機構に対し、所要の経費を負担する。

310,024 22,800 287,224 229,123 229,123



交通戦略課 総合交通企画費（B経費） 総合交通企画事業にかかる事務に要する費用を計上する。 1,528 1,528 1,570 1,570

交通戦略課 自転車利用促進事業費（B経費） 自転車利用促進事業にかかる事務に要する費用を計上する。 33 33 33 33


